
 
 

 

 

 

 令和７・８年度  

 

日向市における建設工事の入札参加資格審査基準 

(令和８年４月１日 追加認定分) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

日向市 総務部 総務課 

  



Ⅰ 資格申請及び認定に関する事項 

ii 
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今回の追加認定は、令和７年４月１日に資格認定された事業者（以下

「定期登録事業者」といいます。）が登載されている名簿への登載になり

ます。等級格付け審査における、定期登録事業者と今回の追加認定で登

録される事業者との公平を諮るために、等級各付に関する事項は定期登

録時を基準としています。 

法令改正による用語の変更、表現方法等変更がありますが、各種認定

の運用方法について定期登録時と変更はありません。 
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Ⅰ 資格審査申請及び認定に関する事項 

 

(１) 資格認定日  令和８年４月１日 

 

(２) 受付期間   令和７年１１月５日（水）～令和７年１１月２８日（金） 
 

(３) 有効期間   令和８年４月１日～令和９年３月３１日（１年間） 
  

(４) 主な入札参加資格 

① 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の１１第１項において準用する

第１６７条の４第１項又は第２項各号のいずれにも該当する者でないこと。 

② 市税（全税目）及び国税（消費税及び地方消費税）に未納がないこと。 

③ 申請する業種にかかる経営事項審査を受けていること。 

④ 個人住民税に係る特別徴収を実施していること。ただし、次の要件に該当するものを除く。 

ア 個人住民税の特別徴収義務の無いもの 

イ 宮崎県内に事業所（支店又は営業所等を含む。）が無いもの 

⑤ 社会保険（健康保険・厚生年金保険・雇用保険）に加入しており、一定期間内の保険料等

に未納がないこと。ただし、加入義務のないものを除く。 

⑥ 役員等（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれに準ずる者）が暴力団関係者（日

向市暴力団排除条例（平成２３年日向市条例第２３号）第２条第３号に規定するものをいう）

でないこと。 

(５) 格付対象業種  土木一式・建築一式・電気・管・舗装・水道施設 

 

 (６) 等級区分数   土木一式・建築一式 ４等級（Ａ～Ｄ等級） 

電気・管・舗装・水道施設  ３等級（Ａ～Ｃ等級） 

 

(７) 地域区分    市 内：市内に本店を有する業者 

準市内：市内に建設業法上の営業所を有する業者 

市 外：市内に建設業法上の営業所を有しない業者 

※登録する本店名又は営業所名で、日向市との契約締結権限があること 

※ここでの本店は、登記簿上ではなく、建設業法上のものをいいます。 
 

(８) 等級格付の方法 

市 内：総合数値と等級要件により決定 

経営事項評価数値 ＋技術等評価数値（市評価数値） 
  

              ※総合数値が高くても、必要な等級要件を満たしていない場合は 

                下位に格付となります。 

準市内：市内等級基準値に準じて決定（ただし、等級要件あり） 

市 外：格付対象外 

 

(９) 情報の公表   [格付基準] 総務部総務課において閲覧及びホームページに掲載します。 

[審査結果] 等級・総合数値等について本人通知を行います。有資格業 

者名簿については、資格認定日から総務課での閲覧及びホー

ムページ掲載を行います。 
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 (10) その他 

  ①１つの会社で本店と支店等のように複数の営業所について入札参加資格審査の申請を行う

場合、「①競争入札参加資格審査申請書【建築工事】」を申請する営業所の数だけ作成してく

ださい。この申請書以外の添付書類については申請する営業所の数にかかわらず、１部でか

まいません。 

  ②本店又は支店等の営業所が入札参加資格審査の申請を行うことができる業種は、契約を締結

する金額にかかわらず、当該本店又は支店等の営業所で登録されている業種に限ります。 
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Ⅱ 等級格付に関する事項 

 
１ 経営事項評価数値 
 
  基準日が下記の期間内にある総合評定値通知書（経営審査結果通知書）の総合評定値（Ｐ点）

を加点します。 

 

       ＜対象期間＞ 令和５年７月１日～令和６年６月３０日 

 

 

・決算期の変更等で対象期間内に２回以上の審査基準日がある場合は、対象期間内にある総合評

定値のうち、最新のものを採用します。 
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２ 技術等評価数値（市評価数値） 

(１) 市工事による評価 

① 市工事の工事成績   

対象期間内に完了検査を受けた対象工事成績の平均値に応じ、下表の計算方法により得ら

れた評価点（小数点以下 四捨五入）を加点（減点）します。 

 

成績の平均値 評価点（小数点以下切上） 

７５点超 （成績の平均値－７５）×５＋４５ 

６５点以上７５点以下 （成績の平均値－６５）×２＋２５ 

６５点未満   （成績の平均値－６５）×５＋２５ 

 

＜対象工事＞ 当初の請負契約金額が１００万円以上の工事（広域連合分は除く） 

 

＜対象期間＞ 令和４年４月１日～令和６年３月３１日（２年間） 

 

・対象期間内に完了検査を受けた対象工事成績がない場合は、成績の平均値を６５点とみ

なし２５点を加点します。 

           

○評価点早見表                            ↓みなし平均値 

成 績 ５８ ５９ ６０ ６１ ６２ ６３ ６４ ６５ ６６ 

評価点 －１０ －５ ０ ５ １０ １５ ２０ ２５ ２７ 

 

成 績 ６７ ６８ ６９ ７０ ７１ ７２ ７３ ７４ ７５ 

評価点 ２９ ３１ ３３ ３５ ３７ ３９ ４１ ４３ ４５ 

 

成 績 ７６ ７７ ７８ ７９ ８０ ８１ ８２ ８３ ８４ 

評価点 ５０ ５５ ６０ ６５ ７０ ７５ ８０ ８５ ９０ 

 

 

・加点の限度  経営事項評価数値×５％＋２５ 

 

・減点の限度  市工事施工実績点数 
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② 市工事の施工実績   

対象期間内に完了検査を受けた対象工事の施工実績（年間平均請負額）に応じた評価点を

加点します。ただし、特定建設共同企業体での実績は、出資割合に応じた額とします。 

 

＜点  数＞ 最大３５点（下表のとおり） 

 

＜対象工事＞ 当初の請負契約金額が１００万円以上の工事（広域連合分は除く） 

                        

＜対象期間＞ 土木一式   … 令和 ４年４月１日～令和６年３月３１日（２年間） 

土木一式以外 … 平成３１年４月１日～令和６年３月３１日（５年間） 

 

市工事の施工実績（年間平均請負金額） 評価点数 

  ～ 0 千円未満 ０ 

0 千円以上 ～ 2,500 千円未満 １０ 

2,500 千円以上 ～ 5,000 千円未満 １１ 

5,000 千円以上 ～ 7,500 千円未満 １２ 

7,500 千円以上 ～ 10,000 千円未満 １３ 

10,000 千円以上 ～ 12,500 千円未満 １４ 

12,500 千円以上 ～ 15,000 千円未満 １５ 

15,000 千円以上 ～ 17,500 千円未満 １６ 

17,500 千円以上 ～ 20,000 千円未満 １７ 

20,000 千円以上 ～ 22,500 千円未満 １８ 

22,500 千円以上 ～ 25,000 千円未満 １９ 

25,000 千円以上 ～ 27,500 千円未満 ２０ 

27,500 千円以上 ～ 30,000 千円未満 ２１ 

30,000 千円以上 ～ 35,000 千円未満 ２２ 

35,000 千円以上 ～ 40,000 千円未満 ２３ 

40,000 千円以上 ～ 45,000 千円未満 ２４ 

45,000 千円以上 ～ 50,000 千円未満 ２５ 

50,000 千円以上 ～ 60,000 千円未満 ２６ 

60,000 千円以上 ～ 70,000 千円未満 ２７ 

70,000 千円以上 ～ 80,000 千円未満 ２８ 

80,000 千円以上 ～ 90,000 千円未満 ２９ 

90,000 千円以上 ～ 100,000 千円未満 ３０ 

100,000 千円以上 ～ 150,000 千円未満 ３１ 

150,000 千円以上 ～ 200,000 千円未満 ３２ 

200,000 千円以上 ～ 250,000 千円未満 ３３ 

250,000 千円以上 ～ 300,000 千円未満 ３４ 

300,000 千円以上 ～  千円未満 ３５ 
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(２) 技術力・経営力による評価 

① 技術者の継続雇用状況   

令和６年１０月３１日時点において、６か月以上継続して雇用している有資格技術者の資

格の種類・雇用人数に応じて評価点を加点します（代表者は除く。）。 

＜点  数＞  最大５０点（下表のとおり） 

土木一式 建築一式 評価点 

一級土木施工管理技士 一級建築施工管理技士 

５ 一級建設機械施工管理技士 一級建築士 

技術士        ＊注１  

一級土木施工管理技士補 一級建築施工管理技士補 
３ 

一級建設機械施工管理技士補  
二級土木施工管理技士 二級建築施工管理技士 

２ 
二級建設機械施工管理技士 二級建築士 

電 気 管 評価点 

一級電気工事施工管理技士 一級管工事施工管理技士 

５ 第一種電気工事士 一級技能士     ＊注１ 

技術士        ＊注１ 技術士       ＊注１ 

一級電気工事施工管理技士補 一級管工事施工管理技士補 ３ 

二級電気工事施工管理技士 二級管工事施工管理技士 

２ 

第二種電気工事士   ＊注３ 給水装置工事主任技術者  ＊注２ 

電気主任技術者    ＊注４ 二級技能士     ＊注１,３ 

建築設備士      ＊注２ 建築設備士     ＊注２ 

一級計装士      ＊注２ 一級計装士     ＊注２ 

舗 装 水道施設 評価点 

一級土木施工管理技士 一級土木施工管理技士 

５ 
一級舗装施工管理技士 技術士      ＊注１ 

一級建設機械施工管理技士  

技術士        ＊注１  

二級土木施工管理技士 二級土木施工管理技士 

２ 二級舗装施工管理技士  

二級建設機械施工管理技士  

＊注１  各業種に対応する技術士の各部門・各科目、及び管工事の技能士の
検定職種は、建設業法の専任技術者の資格要件と同一とします。 

＊注２  資格取得後、１年以上の実務経験を有すること。 
＊注３  資格取得後、３年以上の実務経験を有すること。 
＊注４  資格取得後、５年以上の実務経験を有すること。 

≪認定条件≫ 

・法人または従業員５人以上の個人事業所の場合（社会保険の加入義務がある事業所） 

全国健康保険協会の運営する健康保険、組合管掌健康保険の被保険者、建設国保等の国

保組合の組合員（扶養家族は除く。）であり（後期高齢者医療の被保険者については源泉

徴収を受けている者）かつ、雇用開始年月日が令和６年５月１日以前の者であること。 

・従業員４人以下の個人事業所の場合 

     専従者又は事業主から６か月以上継続して源泉徴収を受けている者であること。 
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・１人の技術者が、違う業種で複数の資格を持っている場合は、それぞれの業種で加点しま

す。同一業種内で複数の資格を持っている場合は、点数の高い方の資格のみを加点します。 

 

 

② 研修会等の受講   

対象期間内にある研修会等の参加実績に応じて、評価点を加点します（代表者を含む。）。 

 

＜点  数＞ 最大２０点（１人１講座あたり２点） 

※「１人が１０講座受講で２０点」、「１講座を１０人が受講して２０点」の 

いずれの場合でも可です。 

≪認定条件≫ 

・代表者・役員を含みます。 

・令和６年１０月３１日時点において、６か月以上継続して在籍している者 

・令和４年１１月１日から令和６年１０月３１日に受講した者 

・その他の認定に必要な条件は、「① 技術者の継続雇用状況」の認定要件と同じです。 
 

＜主催または実施主体＞ 

（公財）宮崎県建設技術推進機構 （一社）宮崎県建設業協会 

（独）高齢・障害・求職者雇用支援機構   宮崎県土木施工管理技士会 

宮崎県職業能力開発協会 宮崎県管工事協同組合連合会 

（一社）宮崎県建築業協会 （一社）宮崎県電業協会 

宮崎県森林土木協会 宮崎県舗装協会 

（一社）宮崎県建築士事務所協会 宮崎県農村振興技術連盟 

（一財）宮崎県建築住宅センター （公財）宮崎県暴力追放センター 

（一社）宮崎県建築士会  

 

③ 建設機材の保有状況 （舗装工事のみ対象） 

令和６年１０月３１日時点で、舗装工事用の建設機材を所有又は長期リースしている場合、

対象機種に応じて評価点を加点します。 

＜点  数＞  １機種１０点：最大４０点 

＜対象機種＞ 

 

 

 

 

 

 

＊注１ アスファルトフィニッシャーを所有又は長期リースしている場合のみ加点対象。 

 

・令和６年１０月３１日時点で１年以上継続して所有権を有していること又は３年以上のリース契

約を締結していることが確認できる書類の提出が必要です。 

機  種 規  格 

アスファルトフィニッシャー 舗装幅 ３．０ｍ以上 

マカダムローラ     ＊注１ 質量 １０ｔ以上 

タイヤローラ      ＊注１ 質量 ８ｔ以上 

モータグレーダ     ＊注１ ブレード長 ３．１ｍ以上 
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    （所有の場合…売買契約書や譲渡証明書など  リースの場合…リース契約書などの写し） 

・アスファルトフィニッシャーを除く３機種については、令和６年１０月３１日時点で有効な特定

自主検査を受けていることが必要です（特定自主検査記録表の写しの提出が必要）。 

(３) 社会貢献、地域貢献に関する評価 

■社会貢献度による評価 

① 障がい者の雇用状況   

令和６年１０月３１日時点で雇用している障がい者の雇用状況に応じて、評価点を加点し

ます。ただし、法定雇用義務のある事業所については、法定の雇用障がい者数を超える障が

い者についてのみ、加点します（現在の民間企業の法定雇用率２.５％と、建設業に認められ

る除外率（一定割合の控除）２０％で算出すると、建設業で雇用義務が発生するのは概ね従

業員５０人以上の事業所となります。詳細については、公共職業安定所（ハローワーク）に

ご確認ください。）。 
 

＜点 数＞  最大２０点：雇用している障がい者１人につき、下表により加点 

雇 用 期 間 加  点 

２年以上 １０ 点 

１年以上２年未満  ８ 点 

６月以上１年未満  ５ 点 

          ＊重度障害者に該当する場合には加点を２倍とする。 
 

≪認定条件≫ 

・代表者・役員は除きます。 

・令和６年５月１日以前に、障害者手帳（身体障害者手帳、療育手帳、精神障害者保健福

祉手帳のいずれも可）の交付を受けている者が対象となります。なお、申請時には、本

人同意の上で、写しの提出が必要です。 

・雇用期間は、雇用保険の資格取得日から起算する。 

 

② 若年者の雇用状況   

令和６年１０月３１日時点で、６か月以上継続して雇用している３５歳以下の若年者の雇

用人数に応じて評価点を加点します。 

 

＜点  数＞  １人５点：最大１５点 
 

≪認定条件≫ 

   ・代表者は除きます。 

・令和６年１０月３１日時点で、３５歳以下の者が対象となります。 

    ・その他の認定に必要な条件は、「① 技術者の継続雇用状況」の認定要件と同じです。 

 

③ 表彰受賞経歴   

令和４年１１月１日から令和６年１０月３１日までに、会社として受けた表彰、顕彰等の

数に応じて評価点を加点します。 

＜点  数＞   １件５点：最大１０点 
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対象となる表彰 表彰者 

建設雇用改善優良事業所表彰 厚生労働大臣・知事 

中小企業退職金共済制度普及協力表彰 (独)労働者退職金共済機構理事長 

建設業退職金共済制度普及協力表彰 (独)労働者退職金共済機構理事長 

建設工事等指定統計調査表彰 国土交通大臣 

経営合理化等表彰 (一社)全国建設業協会長 

労働災害防止活動表彰 建設業労働災害防止協会長 

地域環境保全功労者表彰 知事 

交通安全表彰 
県警察本部長、署長 

九州管区警察局局長、警察庁長官 

職場安全等表彰 宮崎労働局長 

電気保安功労者表彰 経済産業大臣 

交通安全功労者表彰 内閣府特命担当大臣・知事 

赤十字事業感謝状 
日本赤十字社社長、支部長等 

厚生労働大臣 

   

④ ＩＳО及びエコアクション２１の取得・認定   

    認証・登録を受けているＩＳО９００１、ＩＳО１４００１の適用サービス（登録マネジ

メントシステム）、およびエコアクション２１について評価点を加点します。 

 

＜点  数＞  最大２０点 
 

・ＩＳО   ９００１ （１０点） 

・ＩＳО １４００１ （１０点） 

・エコアクション２１ （ ５点。ただし、ＩＳО １４００１との重複加点はしません。） 

 

⇒ 令和７年１０月３１日時点で有効な認証・登録の通知を受けていることが必要です。 

   

⑤ 「女性の職業生活における活躍の推進」に関する取組状況 

  「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（平成２７年法律第６４号）」による、

一般事業主行動計画の提出及び同法による基準適合一般事業主の認定（えるぼし認定）につ

いて評価点を加点します。 
   

＜点  数＞ 最大１０点 
 
   ・一般事業主行動計画の提出         （５点） 
   ・基準適合一般事業主の認定（えるぼし認定） （５点） 

⇒ 一般事業主行動計画策定・変更届を労働局に提出している場合は、当該策定・変更

届の控えの写し（労働局の受付印が押印されたもの）を提出してください。 

⇒ 基準適合一般事業主の認定（えるぼし認定）を受けている申請者は、労働局が発行
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した認定通知書の写しを提出してください。 
     

 

 

⑥ 次代の社会を担う子どもが健やかに生育される環境整備への取組状況 

「次世代育成支援対策推進法（平成１５年法律第１２０号）」による一般事業主行動計画の

提出及び同法による基準適合一般事業主の認定（くるみん認定）について評価点を加点しま

す。 

   

  ＜点  数＞ 最大１０点 

 

   ・一般事業主行動計画の提出         （５点） 
   ・基準適合一般事業主の認定（くるみん認定） （５点） 

⇒ 一般事業主行動計画策定・変更届を労働局に提出している場合は、当該策定・変更

届の控え（労働局の受付印が押印されたもの）の写しを提出してください。 

⇒ 基準適合一般事業主の認定（くるみん認定）を受けている申請者は、労働局が発行

した認定通知書の写しを提出してください。 
 

⑦ 建設キャリアアップシステム（ＣＣＵＳ）の導入状況 

令和６年１０月３１日の時点で、建設キャリアアップシステム（ＣＣＵＳ）に事業者とし

て登録されている場合、５点を加点します。 

   

 

⑧ 不当要求防止責任者講習の受講 

（公財）宮崎県暴力追放センターが実施する不当要求防止責任者講習を受講した場合５点

を加点します。 

 

   ≪認定条件≫  

    ・令和６年１０月３１日の時点で、１年以上継続して在籍している職員が受講すること 

    ・令和４年１１月１日から令和６年１０月３１日に受講した講習であること 

      ※ 受講修了証の事業所名が申請者と異なる場合、加点となりません。 

      ※ 対象期間内に複数回受講しても一律５点となります。 

・その他の認定に必要な条件は、「① 技術者の継続雇用状況」の要件と同じです。 

【不当要求防止責任者講習とは】 

暴力団による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第１４条の規定

に基づき（公財）宮崎県暴力追放センターが実施する、暴力団からの不当要求防止に関する

講習のことです。 

受講するためには、まず事務所内で「不当要求防止責任者」を選任し、管轄の警察署へ届

け出る必要があります。（届出後にセンターより受講案内が届きます。） 

詳しくは、宮崎県警察本部又は日向警察署刑事第二課へご相談ください。 
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  ■地域貢献度による評価 

令和４年１１月１日から令和６年１０月３１日までに実施した地域貢献活動に応じて評価

点を加点します。 

 

＜点  数＞   最大５０点 

 

① 市と災害時支援協定を結んでいるもの（５点） 

 

② 市と緊急時における年間待機業務委託契約を結んでいるもの（１０点） 

     ＊「配水及び給水管修理工事等の待機業務委託」 

 

③ 国、県、市町村又は公益団体が主催する地域貢献活動への参加（１回２点：最

大１０点） 

 

④ 自社で独自に行った地域貢献活動（１回１点：最大２点） 

＊事業所として無償で役務の提供を行うボランティア活動を対象とする。 

 

⑤ 消防団活動（１人最大５点：最大１５点） 

＊対象者のうち、日向市消防団員に任命されている者について、消防団勤続年数により

下表のとおり加点します。合計点に小数点以下の端数が出た場合、小数点以下は切上

げとします。 

 

≪対象者≫ 

・代表者 

・令和６年１０月３１日時点で６か月以上継続して雇用されている従業員について 

は、「① 技術者の継続雇用状況」の認定要件と同じです。 

 

 

勤 続 年 数 加 点（１人） 

１０年以上 ５．０ 点 

９年以上１０年未満 ４．５ 点 

８年以上９年未満 ４．０ 点 

７年以上８年未満 ３．５ 点 

６年以上７年未満 ３．０ 点 

５年以上６年未満 ２．５ 点 

４年以上５年未満 ２．０ 点 

３年以上４年未満 １．５ 点 

２年以上３年未満 １．０ 点 

２年未満 ０．５ 点 

 

⑥ 保護観察対象者等の協力雇用主として登録等しているもの（最大１０点） 

    ＊令和６年１０月３１日現在において、保護観察対象者等の協力雇用主として登録してい

る者に２点加点します。また、令和４年１１月１日から令和６年１０月３１日までに保
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護観察対象者等を３か月以上雇用した場合は、雇用者１人につき２点を加点します。 
  

    ※「保護観察対象者等」は、更生保護法（平成１９年法律第８８号）第４８条に定める保

護観察対象者及び同法第８５条に定める更生緊急保護の対象者とします。 

 

⑦ 「認知症の人にやさしいお店・事業所」の認定を受けているもの（２点） 

    ＊(社)日向市社会福祉協議会の主催する認知症サポーター養成講座を受講し、認定された

事業所に２点加点します。 

 

(４) ペナルティ 

① 市の指名停止歴   

    令和４年１１月１日から令和６年１０月３１日までの期間に、市から指名停止通知を受け

た場合、その指名停止の月数に応じて評価点を減点します。 
 

＜点  数＞  指名停止月数×▲２０点 
 

・同一案件で指名停止及び監督処分等が併せて行われた場合は点数の大きい方で減点します。 

 

② 建設業法に基づく監督処分等歴   

    令和４年１１月１日から令和６年１０月３１日までの期間に、監督処分通知を受けた場合、

建設業法に基づく監督処分（指示処分・営業停止・一部業種に係る許可の取消処分）と建設

業法第４１条に基づく文書による指導及び勧告に応じて評価点を減点します。 
 

＜点  数＞  指示処分            １回につき ▲２０点 

営業停止            １回につき ▲３０点 

一部業種に係る許可の取消処分  １回につき ▲４０点 

文書による指導及び勧告     １回につき ▲１０点 
 

・同一案件で指名停止及び監督処分等が併せて行われた場合は、点数の大きい方で減点しま

す。 

 

③ 市の入札参加資格取消   

    令和５年４月以降に、虚偽又は不正な方法により入札参加資格の認定を受けたことが明ら

かとなり、資格の認定を取り消された場合は、評価点を減点します。さらに、資格を取り消

された名簿掲載期間中に受注した市工事については、加点（市工事の工事成績）対象外とな

ります。 

＜点  数＞  入札参加資格取消 ▲２４０点 
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３ 等級要件 

(１) 技術者要件  

  各業種のＡ等級については、令和６年１０月３１日時点において、３か月以上継続して在籍 

する有資格技術者の数が、次の要件を満たしていることが必要です（代表者を含む）。 

 なお、一級施工管理技士補は一級相当技術者とはなりません。 

 

 Ａ 等 級 

土木一式 有資格技術者 ３名以上（うち１級相当 １名以上） 

建築一式 有資格技術者 ３名以上（うち１級相当 １名以上） 

電  気 有資格技術者 ２名以上（うち１級相当 １名以上） 

管 有資格技術者 ２名以上（うち１級相当 １名以上） 

舗  装 有資格技術者 ３名以上（うち１級相当 １名以上） 

水道施設 有資格技術者 ２名以上（うち１級相当 １名以上） 

 

≪有資格技術者≫ 

 土木一式 建築一式 

１

級 

一級土木施工管理技士 一級建築施工管理技士 

一級建設機械施工管理技士 一級建築士 

技術士        ＊注１  

技

士

補 

一級土木施工管理技士補 一級建築施工管理技士補 

一級建設機械施工管理技士補  

２

級 

二級土木施工管理技士 二級建築施工管理技士 

二級建設機械施工監理技士 二級建築士 

 電 気 管 

１

級 

一級電気工事施工管理技士 一級管工事施工管理技士 

第一種電気工事士 一級技能士     ＊注１ 

技術士        ＊注１ 技術士       ＊注１ 

技

士

補 

一級電気工事施工管理技士補 一級管工事施工管理技士補 

２

級 

二級電気工事施工管理技士 二級管工事施工管理技士 

第二種電気工事士   ＊注３ 給水装置工事主任技術者  ＊注２ 

電気主任技術者    ＊注４ 二級技能士     ＊注１,３ 

建築設備士      ＊注２ 建築設備士     ＊注２ 

一級計装士      ＊注２ 一級計装士     ＊注２ 
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 舗 装 水道施設 

１

級 

一級土木施工管理技士 一級土木施工管理技士 

一級舗装施工管理技士 技術士       ＊注１ 

一級建設機械施工管理技士  

技術士      ＊注１  

２

級 

二級土木施工管理技士 二級土木施工管理技士 

二級舗装施工管理技士  

二級建設機械施工管理技士  

     ＊注１～４ 「技術者の継続雇用」の注意書きと同じ 

①法人または従業員５人以上の個人事業所の場合（社会保険の加入義務あり） 

       → 全国健康保険協会の運営する健康保険、組合管掌健康保険の被保険者、建設国保等の国保

組合の組合員（扶養家族は除く）であり（後期高齢者医療の被保険者については源泉徴収を

受けている者）、かつ、雇用開始年月日が令和６年８月１日以前の者であること。 

 ②従業員４人以下の個人事業所の場合 

     → 事業主又は専従者から３か月以上継続して源泉徴収を受けている者であること。 

 

(２) 完工高要件  

今回の経営事項評価数値の算定に用いた総合評定値通知書において、完成工事高（工事施

工実績）がない業種については、総合数値にかかわらず、次回の定期等級格付の審査まで当

該業種の最下級に区分します。 

 

(３) 特定建設業許可要件  

建築一式工事におけるＡ等級については、総合数値及び技術者要件に加えて、建築一式工

事にかかる特定建設業の許可を受けていることが必要です。 

 

(４) 昇級要件  

① 新規申請については、総合数値にかかわらず、次回の定期等級格付の審査までは当該業

種の最下級に区分します。 

② 前回の等級区分に対し２等級以上の昇級となる場合は、１等級の昇級にとどめます。 

なお、この場合は、定期等級格付時における総合数値及び格付基準をもって翌年４月１

日の格付を行うものとしますが、３(１)の「技術者要件」、３(３)の「特定建設業許可要件」

を満たしていない場合、及び３(２)「完工高要件」に該当する場合は昇級を行いません。 

③ 前回の定期等級格付の審査から今回の等級格付の審査までの間に、市の指名停止処分又

は「建設業法違反による監督処分」を受けた業者は、総合数値にかかわらず昇級を行いま

せん（降級する場合は除く。）。 
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４ その他 

(１) 準市内業者に対する技術等評価方法   

・準市内業者の技術等評価数値（市評価数値）については、下記のみを算定対象とします。 

２(３)ー④ ＩＳО及びエコアクション２１の取得・認定 

２(４)ー① 市の指名停止歴 

２(４)ー③ 市の入札参加資格取消 

・準市内業者の等級要件については、下記のみを設定します。 

 

３(２) 完工高要件 

３(３) 特定建設業要件 

 


